〔 要 求 〕

	１－（１）給料表の改定については、人事院勧告を最低限として改善し、４月に遡って差額分を支給すること。また、官民・公民較差を踏まえ較差解消のために適切に対応すること。
　　（２）期末・勤勉手当については、人事院勧告を最低限として0.10月改善し、また、期末手当に一本化すること。さらに、勤勉手当の成績率の拡大および勤務成績の反映は行わないこと。
　　（３）【給与制度の総合的見直しが実施されていない場合】

　  　　　国の給与制度の総合的見直しに準じる賃金水準の引き下げは行わないこと。

　　　　【給与制度の総合的見直しが実施されている場合】

　　　　　給与制度の総合的見直しに関しては、現給保障を確実に実施するとともに、運用改善等によって水準を確保すること。


〔 解 説 〕

（１）2015給与改定について
①　俸給表
ⅰ）行政職俸給表（一）　改定率　平均0.4％　
　初任給　１級の初任給を2,500円引き上げ。若年層についても同程度の改定。その他はそれぞれ1,100円の引き上げを基本に改定。再任用職員の俸給額も1,100円引き上げ。
ⅱ）その他の俸給表
　行政職俸給表（一）との均衡を基本に改定。再任用職員の俸給額は1,100円を基本とし、表と級によっては1,200～1,400円の引き上げ。
②　地域手当
　給与制度の総合的見直し後の支給割合と見直し前の支給割合との差に応じ、0.5～２％の引き上げ。
　③　一時金

　民間の支給実績（4.21月）にあわせて、4.10月から4.20月へ0.10月引き上げ。全てを勤勉手当に配分。再任用においても0.05月引き上げて勤勉手当へ配分。
④　実施時期
　　　月例給：俸給表は2015年４月１日
　　　一時金：法律の公布日
（２）給与制度の総合的見直し関係

※　本年度の官民較差に基づくものではなく、2016年１月１日昇給による給与制度の総合的見直し現給保障解消原資を用いたもの。
※　これにより給与制度の総合的見直しで改定された手当のうち本府省業務調整手当を除き制度完成となる。

　①　地域手当

　　　給与法に定める支給割合とする。
　②　単身赴任手当

　　　給与法に定める支給割合とする。

　　　基礎額を4,000円引上げ、30,000円。

　　　加算額の限度を12,000円引上げ70,000円。

　③　広域異動手当

　　　給与法に定める支給割合とする。

　　　2016年４月以降に異動した職員に対して下記のとおり引き上げ。
　　　官署間　300㎞以上　　　　　　10％

　　　　　　　 60㎞以上300㎞未満　５％

　④　実施時期

　　　2016年４月１日

（３）2015給与改定の取り扱いの動向（直近の動向は以降発出する道本部情報等を参考）
①　政府の骨太方針と2015給与改定問題について
　６月に発表された骨太方針においては、2020年度までにプライマリーバランスを黒字化させることを目的として、歳出・歳入構造の見直しを行うこととし、当面する３年間を集中対策期間として、歳出の拡大を1.6兆円以内に収める数値目標が設定されています。一方で社会保障費の伸びが1.5兆円と見込まれるため、残り0.1兆円（1,000億円）の幅しかありません。2015人事院勧告を完全実施すれば、財務省の試算では2015国家公務員においては680億円、地方公務員においては1,500億円、合計2,000億円を超える財源が必要となるため、政府の2015人事院勧告に対する姿勢は当然に厳しいものとなることが予想されます。
　すでに、政府は８月７日に給与関係閣僚会議を開催していますが、担当大臣からは「労働基本権制約の代償措置の根幹を成す人事院勧告制度を尊重する」との基本姿勢は示されたものの、財務大臣は「今般の勧告の内容は人件費の増加要因となるものであり、その取り扱いについては慎重に検討を行っていく必要がある」と発言するなど、次回以降の動向は不明です。人事院勧告にともなう給与法改正案は、秋の臨時国会で審議されることが通例ですが、戦争法案審議のために通常国会が９月27日まで会期延長されており、いつその後の臨時国会が召集されるのか不透明な情勢が続いています。最悪、来年１月に招集される通常国会における給与法の審議もあり得ると受け止めておく必要があります。
②　総務省の動向について
　総務省は、全国人事委員会事務局長会議（８月25日）や全国人事担当課長・市町村担当課長会議（同26日）において、「地域手当の支給割合の引上げがない、あるいは支給対象とならない団体では、給料も地域手当も増加しないということになってしまうわけだが、合理的な理由なしに、給料表や他の手当に積み増しをするようなことは厳に慎むべき」「地方公共団体における職員の給与改定の実施については、国における給与法の改正を待って行われるべきものであり、国の給与法改正案の閣議決定に先行して給与改正条例を議会に提出しない、国の給与改正法施行前に給与条例を施行したりするようなことは厳に行うべきではない」と発言し、地方への圧力を強めています。
（４）給与改定原資の考え方について
　人事院勧告・人事委員会勧告においては、民間給与と比較を行う際に「給与原資」という考え方を基礎にして比較を行います。今年のように順較差となる場合は、国家公務員給与の給与原資総体が拡大することを意味しますが、逆に過去あったような逆較差では、給与原資総体が減少することとなります。今年は順較差となりましたので拡大した給与原資については一般的に給与改定原資と呼びますが、具体的な手法として俸給表や諸手当の改善に配分を行い、較差の解消を行うことが人事院勧告の役割となります。
　市町村ではこうした「給与原資」という考え方を持たずに給与改定を行うために、なかなか理解しづらい概念ですが、下記の図を見て、俸給280円、地域手当1,156円、跳ね返り33円の総額の1,469円が較差となり、それを給与改定原資と一般的に呼びます。
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（５）今年の官民較差の意味について
　こうした給与原資の考え方を踏まえると、仮に地方公務員において公民較差が官民較差と同じ程度順較差なったと仮定した場合、その自治体における給与原資がその較差分だけ拡大するという理解にたって、給料表や諸手当などへ配分を行うことが必要となります。
　今年の官民較差は0.36％、1,469円となっていますが、俸給表の改定に必要な給与改定原資は280円のみのために、地方公務員には国どおりの給料表を適用しただけでは給与改定原資を全額解消することができません。解消することができないということは民間給与との均衡が崩れるということで、人勧制度の基本が守られないという意味になります。
〔地方公務員の場合〕－公民較差が官民較差・職員構成などが国と同じ場合を想定




　　　　　※　斜線部分の原資が解消されず較差として残る。
（６）解消できない原資分の差額調整の方策について
①　公民比較対象給与費目で調整を行う方法
　給料額以外の比較対象給与は扶養手当、管理職手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当(基礎額)、特地勤務手当等、寒冷地手当となりますが、これらの金額を引き上げることにより、較差を解消することが可能となります。ただし、総務省からの助言で国家公務員を上回る手当額を支給することに対して、ペナルティーなどの課題が出てくる可能性があります。
②　2001年人事院勧告のような暫定一時金の支給で調整する方法
　2001年は較差が0.08％、313円であったため、俸給表の改定は行わずに、３月に暫定一時金として、前年の較差分に相当する金額（3,756円）を一律支給しました。これは地方自治法の時限的な改正が行われて支給可能としていましたが、現在ではこのような名称での一時金を支給することはできませんので、地方自治法の改正が必要となります。
③　解消できない較差分に対応する調整率を算出して給料表にかけて調整する方法
　国家公務員と地方公務員では給料表の各級・各号俸に在籍する職員の数が異なりますので、同じ給料表を適用したとしても、給与原資総体で考えると改定率が国と各都道府県では一致はしません。
　給料表の改定を国と同様に行った上で、改定に必要な原資を総体の給与原資拡大分から差し引いた残り原資について、全職員で割って、あらためて調整率を算出して、給料表にかけて調整するという手法です。昨年の人事委員会の勧告においては、山形県や広島県で取られた方法です。
④　逆較差が生じた時の年間給与の制度調整方式の逆の考え方で調整する方法
　人事院勧告における過去のマイナス改定の際には、2003年勧告以降は「官民較差相当分を解消する制度調整方式」が取られてきています。これは、比較が毎年４月1日時点での給与額の比較のため、マイナス較差となった分を職員一人ひとりに対して厳格に調整するということではなく、４月の官民比較対象給与総額をもって制度的に調整を行いました。
　この方法は、給与構造改革後は、改定がある級号俸に在籍している職員や現給保障対象職員のみでマイナス改定分の給与原資を分配するようなやり方に変わりました。この手法は地方自治法の改正を伴わずに行われていますが、今年のようなプラス改定の時にも、給料表の改定だけでは解消できない給与改定原資を、４月の官民比較対象給与総額をベースに、年間給与の制度調整の逆の考え方で調整を行うとする手法です。
　＜具体的な計算式＞
Ａ　個々人の本年４月の官民比較対象給与総額×調整率×調整月数(４月から条例改正までの月数)
Ｂ　夏季一時金支給額×調整率
　この（Ａ＋Ｂ）の額を精算し、年間給与の調整がなされるという考え方です。
※　ここで調整率については、給与原資が拡大する分から給料表の改定によって使われた給与原資を除き、残された原資がどれくらいに相当するかの計算を行い算定していく必要がありますので、各自治体とも厳格な計算が必要となります。
（７）運用改善等による給与制度の総合的見直し実損額の圧縮について

　圧縮の手法については、到達級の改善や昇給基準の短縮、特別昇給原資の活用などが考えられます。単組によって運用状況は様々ですが、年齢別ポイント級号俸なども見据えながら改善していくことが重要です。各単組の到達状況については2015年度道本部賃金労働条件実態調査結果をご参照いただき、地方本部・近隣単組とも連携しながら取り組みを進めてください。
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